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第１章 はじめに 

１ 経営戦略策定の趣旨と位置づけ 

（１）経営戦略策定の趣旨 

下水道事業は全国的に、高度経済成長期以降に整備された施設が大量に更新時期

を迎えつつある一方で、人口減少や節水機器の普及等に伴う収入減が見込まれる等、

事業を取り巻く環境は厳しさを増しています。そのような中で、総務省は『公営企業

の経営戦略の策定等に関する研究会報告書』（2014 年 3 月付け）や『公営企業の経

営に当たっての留意事項について』（2014 年 8月 29 日付け）、『「経営戦略」の策定

推進について』（2016 年１月 26 日付け）を公表し、中長期的な視野に基づく計画

的な経営の取組み、徹底した効率化、経営基盤の強化等を行うため、経営の基本計画

として「経営戦略」を 2020 年度までに策定するよう求め、日置市下水道事業にお

いても中長期的な経営の基本計画として『日置市下水道事業経営戦略』を策定しま

した。 

今回、『日置市下水道事業経営戦略』策定から 5年を経過することから内容の見直

しを行い、令和 7年度改定版として再策定するものです。 

（２）経営戦略の位置づけ 

 

        

施設・管渠に係る
ストックマネジメント計画

「経営戦略」の策定・改定の更なる推進について
（平成３１年　総務省通知）

「経営戦略」の改定推進について
（令和４年　総務省通知）

公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会報告
日置市第3次総合計画

（令和8年度～令和15年度）

日置市下水道事業経営戦略
令和８年度～令和１７年度
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２ 計画期間 

令和８年度～令和 1７年度までの 10年間とします。また、経営状況を確認し、随

時見直しを実施します。 

 

          

Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16 Ｒ17 
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第２章 事業の概要 

１ 下水道の役割 

下水道は、汚水処理による生活環境の改善や降雨時における市街地の浸水被害の

軽減、公共用水域の水質保全など多面的な機能を有しており、下水道法第１条に定

められている都市の健全な発達や公衆衛生の向上に寄与する市民生活には欠かすこ

とのできない都市基盤です。下水道の主な役割としては、「汚水の排除」・「公共用水

域の水質保全」・「雨水の排除」の３項目が挙げられます。 

 

 （１）汚水の排除（生活環境の改善） 

   ・生活あるいは生産活動に伴って生じる排水を速やかに排除し、悪臭や害虫の発

生防止及び感染症の発生を予防します。 

   ・トイレの水洗化を通じて衛生的で快適な生活環境を確保します。 

 

 （２）公共用水域の水質保全 

    生活排水や工場排水を中心とする汚水を下水道管きょで処理場に集め、適切に処

理することにより、河川などの公共用水域の水質汚濁を防止し、豊かな自然環境を

保全します。 

 

 （３）雨水の排除（浸水の防除） 

    降った雨水を、下水道を通じて河川等に速やかに排除したり、貯留・浸透させた

りすることにより、浸水の防除を行います。特に近年の限られた地域で短時間に激

しい雨が降る集中豪雨の増加や地表面の雨水浸透機能の低下により、従来よりも雨

水の流出が増え、下水道整備の必要性が高まっています。 
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２ 日置市下水道事業の沿革 

日置市の下水道事業は、公共下水道及び農業集落排水の 2 種類の事業を有してい

ます。このうち公共下水道事業は伊集院地域で大型団地造成（妙円寺団地）に伴い計

画され、昭和 52年より整備を始め、昭和 63年より順次供用を開始しています。 

 

３ 事業の現況 

供用開始年月日 昭和 63年 3月 31日 

法適（全部・財務）・非適の区分 
法適用（全部） 

（令和２年４月１日法適用開始） 

処理区域内人口密度 38.5人/ha 

流域下水道等への接続の有無 無 

処理場数 
１箇所 

■伊集院終末処理場 

汚水ポンプ場 

３箇所 

■徳重汚水中継ポンプ場 

■妙円寺団地第１号汚水中継ポンプ場 

■妙円寺団地第２号汚水中継ポンプ場 

マンホールポンプ施設 ３箇所 

広域化・共同化・最適化実施状況 

鹿児島県主導で実施している広域連携の検討

会などへ参加し、広域化の可能性について継

続的に検討しています。 

 

４ 使用料の状況 

下水道事業は、生活環境を改善し、河川や海などの水質を保全、健全な水環境を守

る重要な生活基盤事業です。この事業では、必要な費用のうち、汚水処理に要するも

のについては基本的に受益者負担として下水道使用料で賄うのが原則とされていま

す。 

このような中で、下水道事業運営の健全化を図るために、日置市下水道審議会等

で現状分析を行いながら適正な使用料水準について検討しています。 
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一般家庭使用料体系の概

要・考え方 

将来の建設改良費、維持管理費等の費用を見積もり、ここ

から国庫補助金、一般会計繰入金等の収入見積額を控除

して、使用料として回収すべき金額を算定しています。 

業務用使用料体系の概

要・考え方 

公衆浴場については、処理水量と汚水処理単価に関する

一般家庭との違いを考慮し、一般家庭と異なる料金体系

としています。 

その他の使用料体系の概

要・考え方 
該当ありません。 

条例上の 

一般汚水使用料 

（２０㎥当たり） 

年度 使用料(税抜) 使用料(税込) 備考 

令和４年 3,000円 3,300円 税率 10％ 

令和５年 3,000円 3,300円 税率 10％ 

令和６年 3,000円 3,300円 税率 10％ 

実質的な 

一般汚水使用料 

（２０㎥当たり） 

年度 使用料(税抜) 使用料(税込) 備考 

令和４年 3,065円 3,372円 税率 10％ 

令和５年 3,164円 3,480円 税率 10％ 

令和６年 3,162円 3,478円 税率 10％ 

※条例上の使用料とは、一般家庭における 20㎥あたりの使用料をいう。 

※実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に 20 ㎥を乗じた

もの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。 
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５ 組織 

日置市の上下水道課は、収納係、管理 1 係、管理２係、工務係、総務経理係の 5 係で

組織されています。また、管理職（課長）１名を含めた合計 22 名体制で上下水道事業

を一体として運営することで、両事業の効率性を高めています。 

○組織図（令和８年 4 月 1 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員 1 人当りの給水人口は、概ね県内の平均に位置します。今後も適切な人員数で

手厚いサービスを提供することを目指して、人員体制を整理します。 

 

 

６ 民間活力の活用等 

 民間活用の状況 

民間委託 
処理場の維持管理について包括的民

間委託を行っています。 

指定管理者制度 該当ありません。 

PPP/PFI ウォーターPPPの導入可能性につい

て検討中です。 

 資産活用の状況 
エネルギー利用 該当ありません。 

土地・施設等利用 該当ありません。 

 

 

  

上下水道課 収納係 

管理１係 

工務係 

４

名 

５

名 

６

名 

総務経理係 ４

名 

管理２係 ２

名 

収納関連業務 

管路施設の維持管理業務 

審査、水質管理等業務 

建設関連業務 

総務経理業務 
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７ 経営比較分析表を活用した現状分析 

経営比較分析表とは、下水道事業の決算値を基に、事業ごとに経営指標（経営の健

全性・効率性、老朽化の現況等）を算出し、全国類似団体平均値と比較することで、

本市の経営現状や課題を把握するものです。 

 

【経営の健全性・効率性】 

（１）経常収支比率 

経常収支比率は当該年度において、下水道使用料や一般会計繰入金等の収益

で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。 

当該指標は、単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっている

ことが望ましい指標です。なお、当該指標が 100％未満の場合、単年度の収支が

赤字であることを示しているため、経営改善に向けた取り組みが必要となりま

す。 

 

日置市 

（令和６年度決算） 
141.5% 

類似団体平均 

（令和６年度決算） 
105.5% 

算出式 
経常収益 

経常費用 
× 100 

 高 い 方

が良い 

コメント 

日置市は 100％を超える状況にあり、維持管理費

等の経常費用を経常収益で賄えている状況にあり

ます。 

今後も、費用削減と収入の確保に努め、経営改善

を図っていきます。 

 

 

（２）累積欠損金比率 

毎年度の赤字が継続している、もしくは単年度において多額の赤字を計上し

た場合に金額が大きくなります。数値が 0％よりも高い場合は、経営状況に課

題があると言え、改善計画をたてて 0％となるよう経営改善を図っていく必要

があります。 
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日置市 

（令和６年度決算） 
0.0% 

類似団体平均 

（令和６年度決算） 
16.9% 

算出式 
当年度未処理欠損金 

営業収益－受託工事収益 
× 100 

 低 い 方

が良い 

コメント 

日置市は 0％であり、赤字が累積している状況には

ありません。 

今後も、不良債務が発生しないように経営努力を続

けます。 

 

（３）流動比率 

短期的な負債に対する支払能力を表す指標であり、1 年以内に支払うべき債

務に対して支払うことができる現金等がある状況を示します。 

一般的に 100%を下回るということは、1 年以内に現金化できる資産で 1 年以

内に支払わなければならない負債を賄えておらず、支払能力を高めるための経

営改善を図っていく必要があります。 

 

日置市 

（令和６年度決算） 
428.0% 

類似団体平均 

（令和６年度決算） 
73.9% 

算出式 
流動資産 

流動負債 
× 100 

 高 い 方

が良い 

コメント 

日置市は 100％を超えており、短期的な支払能力に

問題はありません。 

今後も、投資の係る企業債を見極めながら経営努力

を続けます。 

 

（４）企業債残高対事業規模比率 

使用料収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標

です。 

当該比率について明確な数値基準はなく、類似団体との比較等により自団体

の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、一般会計規模

に対する地方債残高の比率等も勘案して対外的に説明できることが求められま

す。 
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日置市 

（令和６年度決算） 
58.0% 

類似団体平均 

（令和６年度決算） 
795.2% 

算出式 
企業債残高合計－一般会計負担額 

営業収益－受託工事収益－雨水処理負担金 
× 100 

 低 い 方

が良い 

コメント 

日置市は類似団体平均を下回っており、過大な企業

債残高とはなっていません。 

今後も、投資の適正化を図り、企業債残高の縮減に

努めます。 

 

 

（５）経費回収率 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標で

あり、使用料水準等を評価するための指標です。 

当該指標は、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す 

100%以上であることが望ましく、数値が 100%を下回っている場合、汚水処理に

係る費用が使用料以外の収益により賄われていることを意味します。この場合、

適正な使用料収益の確保及び汚水処理費の削減が必要です。 

 

日置市 

（令和６年度決算） 
104.9% 

類似団体平均 

（令和６年度決算） 
90.7% 

算出式 
 下水道使用料 

汚水処理費（公費負担分を除く） 
× 100 

 高 い 方

が良い 

コメント 

日置市は 100％を超えており、使用料で回収すべき

経費を使用料で賄えている状況です。 

今後も、引き続き維持管理費などの使用料対象経費

の削減や水洗化促進による収益確保に努めます。 

 

（６）汚水処理原価 

有収水量 1 ㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水処理に係るコスト

を表した指標です。 

当該指標について明確な数値基準はないため、類似団体との比較等により自
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団体の置かれている状況を把握し、効率的な汚水処理が実施されているか分析

し、適切な数値となっているか、対外的に説明できることが求められます。 

 

日置市 

（令和６年度決算） 
150.6円 

類似団体平均 

（令和６年度決算） 
170.8円 

算出式 
 汚水処理費（公費負担分を除く） 

年間有収水量 
× 100 

 低 い 方

が良い 

コメント 

日置市は類似団体平均を下回っています。 

今後も引き続きコスト上昇要因に注視し、適時適切

な対応を図ります。 

 

（７）施設利用率 

施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合

であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標です。 

一般的には高い数値であることが望まれますが、災害時等の一時的な処理水

量増加への備えとして一定の余裕を持った運用が必要です。 

 

日置市 

（令和６年度決算） 
51.4% 

類似団体平均 

（令和６年度決算） 
56.8% 

算出式 
 晴天時 1日平均処理水量 

晴天時現在処理能力 

× 100 
 高 い 方

が良い 

コメント 

日置市は類似団体平均を下回る状況にありますが、

過去 5 年間安定した利用率となっており過大な施設

とは評価していません。 

今後も適切な施設規模なのか調査・研究を行って

いきます。 

 

 

 

（８）水洗化率 

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人

口の割合を表した指標です。 
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当該指標については、公共用水域の水質保全や、必要な投資回収等の観点か

ら 100%となっていることが望ましく、数値が 100%未満である場合には、汚水処

理が適切に行われておらず、水質保全の観点から問題が生じる可能性があるこ

とや、使用料収益の増加を図るため、水洗化率向上の取組が必要になります。 

 

日置市 

（令和６年度決算） 
95.1% 

類似団体平均 

（令和６年度決算） 
90.7% 

算出式 
 現在水洗便所設置済人口 

現在処理区域内人口 

× 100 
 高 い 方

が良い 

コメント 
日置市は類似団体平均を上回る状況にありますが、

引き続き水洗化率の向上に取り組んでいきます。 

 

【老朽化の状況】 

 

（１）有形固定資産減価償却率 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す

指標で、資産の老朽化度合を示しています。 

数値が高いほど、法定耐用年数に近い資産が多いことを示しており、施設の

改築(更新・長寿命化)等の時期が近付いていることが推測されます。 

 

日置市 

（令和６年度決算） 
22.1% 

類似団体平均 

（令和６年度決算） 
28.4% 

算出式 
 有形固定資産減価償却累計額 

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価 
× 100 

 低 い 方

が良い 

コメント 

日置市は法適用から 4 年経過時点のため低い数値と

なっていますが、今後は施設の老朽化度合を見極め

ながら、必要な修繕や更新を行っていきます。 
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第３章 経営の基本方針 

 

１ 経営の基本方針 

第 3次日置市総合計画（計画期間：令和 8年度～令和 15年度）の第 2章「日置の

ありたい姿と市民の暮らし」2-2「市民の暮らし」では、6つの基本目標の 1 つとし

て「豊かな自然環境と共生し、未来の世代につなげる」を掲げており、この目標を達

成するための施策の一つとして「生活排水処理施設の整備と適切な管理」の着実な

実行が求められています。 

日置市においても、下水道は、汚水の排除、浸水の防除など生活環境の向上を図

り、安全で安心な市民生活を確保するうえで不可欠な都市基盤施設です。併せて、公

共用水域の水質を保全し、豊かな自然環境を次世代へつなぐ重要な役割を果たして

いることから、以下の３つの項目を基本方針として、事業運営を行っていきます。 

 

①下水道会計の健全経営の推進 

 下水道施設は、生活排水の水質を改善し、生活環境の保全及び浸水防止等、安全

で快適な社会環境に不可欠です。将来人口の減少や節水意識の浸透による処理水

量の減少に伴った収益力の低下など、今後は経営環境が厳しくなることが予想さ

れます。 

 下水道の面的整備はほぼ完了しているので、今後は整備した施設の計画的な維

持管理及び更新、水洗化率向上に向けた未接続家屋の下水道接続の啓発を行って

いくとともに、事業の経営成績や財政状態を把握することで健全な経営を目指し

ます。 

②下水道施設等の計画的な維持管理 

 日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未然に防止す

るため、限られた財源の中で、下水道資産を効率的・効果的に管理を行うことを目

指す「ストックマネジメント計画」に基づいて、更新にかかる投資費用がなるべく

平準化するように計画的な施設、設備等の更新を行っていきます。 
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③地方公営企業会計の導入による経営状況の「見える化」 

 日置市では、令和２年度から地方公営企業会計を導入しました。地方公営企業

会計は、発生主義に基づく複式簿記による財務処理を要求していますので、適正

な収益及び費用の把握が可能となり、当年度純損益を算定できるようになりまし

た。 

 企業会計を基礎とした経営指標を用いた分析等による経営の現状や課題を客観

的に把握するとともに、そうした指標等の公表により経営の透明性を確保し、経

営基盤の強化を引き続き図ってまいります。 

 

２ モニタリングによる検証 

① モニタリングの方法 

 毎年度、決算実績と経営戦略を比較照合し、経営戦略に沿った事業運営が行

われていることを検証します。具体的には、②に記載する重要指標の達成状況

の確認を行います。また、投資計画・財政計画の収支各項目や各種段階損益に

ついて実績と計画（経営戦略）の比較照合を行います。これらの結果、相当程

度の差異が生じた場合にはその要因分析を行い、以後の施策の決定や予算の策

定に反映します。また、「経営戦略策定・改定ガイドライン」（平成 31 年 3 月

29日）に基づき 5年ごとの改定を予定しています。 

 

② 重要指標と目標値 

指標 前回実績 前回目標 現状値 備考 

経費回収率 103.3% 100％以上 104.9%  

流動比率 102.4% 100％以上 428.0%  

企業債残高対

事業規模比率 

433.9% 400%以下 58.0%  

当年度純利益 129 百万円 黒字 218 百万円  

資金残高 243 百万円 年間使用料以上 893 百万円  
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いずれの指標も目標の範囲内で事業運営を行える状況にあり、今後も健全経営

を続けてまいります。 

 

 

３ 経営戦略の進捗管理 

経営戦略は、毎年度進捗管理（モニタリング）を行うとともに定期的に見直し（ロー

リング）を行うことが必要です。 

見直しに当たっては、経営戦略の達成度を評価し、投資・財政計画やそれを構成する

投資試算、財源試算と実績との乖離及びその原因を分析し、その結果を企業経営に反映

させる計画策定（Plan)－実施（Do)－検証（Check)－見直し（Action)のサイクル（PDCA 

サイクル）を導入します。 
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第４章 投資・財政計画 

１ 投資計画・財政計画策定に当たっての説明 

本経営戦略では、下水道事業に関する多種多様なニーズを踏まえつつも、中長期

的な観点から統合的な計画となるように事業費の試算を行っています。 

 なお、経営戦略については、今後、計画の実施状況を評価・検証を行いながら適

宜見直しを図っていく予定です。 

 

（１）収支計画のうち投資についての説明 

策定済みのストックマネジメント計画及び現行施設の経過年数から、計画期間に 

おいて必要と考えられる金額を計画値として計上しています。 

① 各種計画策定状況 

計画 計画期間 策定時期等 

処理場ストック 

マネジメント 

R7～R11 

(５ヵ年) 令和 7年 3月に策定済み 

管渠ストック 

マネジメント 

R3～R52 

(50年) 
令和 2年中に全体計画を策定済み 

 

 ②既存施設・設備の維持管理 

  下水道施設の老朽化の状況 

  ⒜管渠（耐用年数 50年） 

    本市の下水道管渠は、古いもので経過年数 40 年以上のものもあります。本経

営戦略の計画期間中の令和 12 年度ごろから、耐用年数を経過する資産の増加が

予想されます。 
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⒝管路・処理場・ポンプ場の建設費（耐用年数７年～50 年） 

     本市の下水道施設の建設費は、総額 132 億円を投資して整備しておりま

す。ストックマネジメント計画等に基づき設備の更新を進めていきます。 

 

（２）収支計画のうち財源についての説明 

① 処理区域内人口等の見通し 

日置市人口ビジョンにおける当市独自推計を踏まえ、行政区域内人口の減少

とともに処理区域内人口も減少すると予測しています。 

●日置市人口の推移 

 

 

  ●処理区域内人口の見通し                    単位：人 

Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16 Ｒ17 

19,049 18,904 18,759 18,614 18,470 18,293 18,117 17,940 17,764 17,587 

② 使用料収益の見通し 

 日置市の人口減少に伴い、現行の料金体系に基づく将来の使用料収益は減

少していく見込みです。 

今後は、社会・経済情勢や健全な事業経営の観点を踏まえ、料金改定の有無

に関係なく 5 年程度を目安に検討を行い、料金改定の据置期間が長期化する

ことによる急激な改定率の抑制に努める必要があります。 
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   ●下水道使用料の推移 

 

 

項目 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 

有 収 水 量

(千㎥) 

2,020 2,005 1,989 1,974 1,959 

使用料収益

(千円) 

323,169 320,710 318,252 315,794 313,336 

 

項目 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16 Ｒ17 

有 収 水 量 

(千㎥) 

1,940 1,921 1,902 1,884 1,865 

使用料収益

(千円) 

310,342 307,349 304,356 301,362 298,369 

 

 

●料金改定のロードマップ 

元号 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６ Ｒ１７

経営戦
略策定

戦略
見直し

戦略
見直し

使用料の
見直し

(必要に
応じ)
使用料
改定

(必要に
応じ)
使用料
改定

改定の検討
(諮問・答申)

【使用料の改定タイミング】

経営戦略
策定と見
直し

日置市下水道事業経営戦略　第２期（令和８年　～　令和17年）※10年間

改定の検討
（諮問・答申）

改定の検討
（諮問・答申）
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③ 企業債について 

 毎年度の償還額を超える企業債の発行を行わないことで削減を進めており、

計画期間においても引き続き削減傾向が継続する見込みです。 

 

 

④ 一般会計繰入金、国庫補助金について 

 経営戦略策定・改定ガイドライン（２）策定の留意点⑦では「公営企業が料

金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としている」ことが明示さ

れており、具体的な留意点として「料金（経費）回収率の向上、一般会計等か

らの操出金」の改善に努めることとされています。 

 また、令和 2年 3月 31日最終改正「社会資本整備総合交付金交付要綱」に

係る交付要綱附属第 2 編では「公営企業会計の導入済みの地方公共団体につ

いて、令和 2 年度以降、少なくとも 5年に 1回の頻度で、下水道使用料の改

定の必要性に関する検証を行い、経費回収率の向上に向けたロードマップ(概

ね 10年程度での段階的な使用料適正化や経営改善等の具体的取組、実施予定

時期及び業績目標を記載(有識者等の意見を聴いて 策定されたもの))を策定

し、国土交通省へ提出するとともに、検証結果を公表していること」が交付対

象事業の要件とされています。 

 全国的な人口減少と施設更新需要の高まりを背景とするこれら諸施策の趣

旨を鑑み、日置市においても料金（経費）回収率を向上し、現行の一般会計繰

入金を増やさないために長期的な視点で検討することが必要です。 

 日置市下水道事業は令和 2 年 4 月の地方公営企業法の適用以来、次の課題

として料金（経費）回収率の向上及び一般会計繰入金の縮減に向けて適正な使

用料水準の検討を推進しています。 
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第５章 効率化・経営健全化の取組 

（１）投資に関する事項 

広域化・共同化・最適化 

鹿児島ブロック（３市２村）で広域連携に関する協議

会を設立して検討を行っています。今後も先行事例の

調査を継続して行い、近隣市町村との連携を模索しま

す。 

投資の平準化 

本市の下水道施設は、最も古いもので建設から約 40年

が経過しており、令和 12年頃から、一斉に耐用年数を

迎えてきます。そこで、現在、国の要請による、処理

施設と管きょのストックマネジメント計画の策定を

進め、重要度に応じて更新の優先順位を付け、かつ更

新にかかる投資費用がなるべく平準化するように計

画的な更新を進めることが必要となります。また、財

政状況を勘案した細やかな投資計画を進めます。 

民間活力の活用 

ＰＰＰ/ＰＦＩなどの民間的経営手法については今

後、導入の可能性、公共性と効率性の両立、経営基盤

の強化の観点から、先行事例の調査を継続して行い、

導入可能性の検討を行います。 

施設・設備の廃止・統合 

（ダウンサイジング） 

経営の効率化を図るため、施設等の統廃合については

今後の区域内人口の減少等を考慮し検討します。 

施設・設備の合理化 

（スペックダウン） 

経営の効率化を図るため、施設等の規模や処理能力、

稼働状況を踏まえ、可能なものについて先行事例の調

査を行い施設の合理化を検討します。 
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（２）財源に関する事項 

使用料 

人口減少による使用料収益の減少が見込まれるなか、

処理施設等の更新・修繕等に多額の費用が予想される

ため、財源の確保が不可欠となります。 

経営戦略改定のタイミングと合わせ、適切な使用料水

準について５年を目安に検討することを基本方針と

しています。また、収納率向上についても水道部門と

一体となって取り組みます。 

企業債 

施設の耐用年数に応じて、更新を実施する際は資金不

足が予想されるため、企業債対象事業については借入

を行っていきます。 

なお、借入については、資金残高、企業債未償還残金、

更新費用のバランスを適正に保ちながら行っていき

ます。 

資産活用 
先行事例の調査を継続して行い、有用な方法の採用を

検討します。 

繰入金 

地方公営企業の独立採算制の基本原則に基づき、健全

な経営を行うため、一般会計からの繰入金について

は、総務省より通達されている「地方公営企業繰出金

について」の繰出基準に基づき適正額の確保に努めま

す。 
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（３）投資以外の経費に関する事項 

民間活力の活用 

処理場の運転維持管理について、平成 27 年度より包

括委託を実施しており、技術承継の観点も含めて効果

の検証を行います。 

動力費 効率的な事業運営による経費削減を目指します。 

薬品費 効率的な事業運営による経費削減を目指します。 

修繕費 効率的な事業運営による経費削減を目指します。 

委託費 効率的な事業運営による経費削減を目指します。 

その他 

平成 21 年度に水道課と下水道課を統合し、事務の効

率化を図るため人員の削減を実施しました。日置市職

員定数計画に沿って安定的な経営の維持を図るため

適正化に取り組みます。 

 

 

（４）その他の取り組み事項 

防災・安全対策 

災害が発生した場合は、日置市下水道事業業務継続計

画（下水道ＢＣＰ）に基づき、災害時に対する予防及

び応急復旧体制を確立しています。 

また災害時の対応について、下水道に特化した複数の

専門団体と支援協定を締結しています。 

住民サービス 
下水道事業の運営状況周知のために、下水道出前講座

を実施しており、当該取り組みを継続します。 
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第６章 用語集 

法適用（地方公営企業法適用）・・・ 

地方公共団体が運営する下水道事業その他の公営企業に対し、新たに地方公営企業法を

適用すること。地方公営企業法の適用により地方公営企業会計に基づく予算、決算報告が求

められ、公営企業の経営成績、財政状態を把握することができる。 

 

日置市下水道審議会・・・ 

日置市上下水道課に事務局を置き、各種専門家及び住民代表により構成された委員が、事

務局からの予算決算その他の報告に基づいて日置市下水道事業の運営について議論し、そ

の結論について日置市下水道事業に対して答申を行う会議。 

  

建設改良費・・・ 

 下水道事業運営のための基盤となる処理場等の施設や管きょ（下水道管）の整備や、その

更新に係る支出。 

 

維持管理費・・・ 

 下水道施設や管きょ（下水道管）の機能を維持するための修繕や、下水道事業を運営する

ために毎年必要となる人件費、光熱費等の支出。 

 

企業債・・・ 

 地方公共団体が運営する地方公営企業が行う借入れ。主に建設改良費の一部を賄うため

に企業債を発行し、以後の使用料等の収入によって返済を行う。 

 

総合計画・・・ 

地方公共団体が策定するすべての計画の基本となり、長期展望に基づいて理想とする地

域の姿と効率的な行政運営の指針を整理する計画。 

 

発生主義・・・ 

 地方公営企業会計の原則であり、現金もしくは預金の収入・支出を行う時点ではなく、そ

の必要性が生じた時点（建設工事の終了や商品の納入など）で会計処理を行う方法。 

地方公営企業法を適用する以前の特別会計においては、現金もしくは預金の収入・支出を

行う時点で会計処理を行う現金主義の方法が用いられ、この会計処理時点の違いから地方

公営企業会計の採用が「見える化」につながるとされている。 
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長寿命化計画・・・ 

 下水道事業運営のために整備した処理場や管きょ（下水道管）の更新が必要となる前に、

修繕を行うなどして耐用年数（使用期間）を伸ばすための工事を計画的に行うために策定す

る計画。 

 

ストックマネジメント計画・・・ 

 下水道事業運営のために必要な処理場や管きょ（下水道管）の更新には多額の支出が必要

となることから、必要な財源の状況等に合わせて更新を計画的に行うために策定する計画。 

 

PDCA サイクル（ピーディーシーエー）・・・ 

 品質管理の手法であり、P（Plan：計画策定）→D（Do：実施）→C（Check：検証）→A（Action：

見直し）の順に作業を実施して、A（Action：見直し）を次の P（Plan：計画策定）に繋げる

ことで継続的な業務改善を行っていくもの。 

 

類似団体・・・ 

 給水人口が同程度の規模である事業体を指し、経営比較分析において比較対象とするこ

とが有用とされている。日置市の場合は令和 6 年度において処理区域内人口 3 万人未満の

全国 170団体が類似団体である。 
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単位： 千円

年　　　　　　度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測

１． (A) 329,108 334,338 326,526 323,473 321,014 318,556 316,098 313,640 310,646 307,653 304,660 301,666 298,673
(1) 328,768 334,028 326,325 323,169 320,710 318,252 315,794 313,336 310,342 307,349 304,356 301,362 298,369
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 340 310 201 304 304 304 304 304 304 304 304 304 304
(4) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 390,649 408,848 410,192 388,721 387,907 390,144 393,713 388,939 381,168 383,000 386,424 390,942 395,568
(1) 264,595 283,670 286,095 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595

264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595
19,075 21,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 126,009 124,504 124,083 123,863 123,049 125,286 128,855 124,081 116,310 118,143 121,567 126,084 130,710
(3) 45 674 14 263 263 263 263 263 263 263 263 263 263

(C) 719,757 743,186 736,718 712,193 708,921 708,700 709,811 702,578 691,814 690,653 691,084 692,608 694,241
１． 451,543 505,448 568,130 573,333 576,103 581,186 588,485 587,896 584,828 589,630 593,842 598,171 602,854
(1) 29,359 31,448 35,435 29,065 29,065 29,065 29,065 29,065 29,065 29,065 29,065 29,065 29,065

13,721 14,519 14,739 13,774 13,774 13,774 13,774 13,774 13,774 13,774 13,774 13,774 13,774
2,863 2,974 3,089 2,869 2,869 2,869 2,869 2,869 2,869 2,869 2,869 2,869 2,869

12,775 13,955 17,607 12,422 12,422 12,422 12,422 12,422 12,422 12,422 12,422 12,422 12,422
(2) 202,270 256,146 315,550 327,417 327,417 327,417 327,417 327,417 327,417 327,417 327,417 327,417 327,417

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
57,064 71,280 81,520 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000

138,748 160,278 225,469 225,469 225,469 225,469 225,469 225,469 225,469 225,469 225,469 225,469 225,469
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,458 24,588 8,561 11,948 11,948 11,948 11,948 11,948 11,948 11,948 11,948 11,948 11,948
(3) 219,914 217,854 217,145 216,851 219,621 224,704 232,003 231,414 228,346 233,148 237,360 241,689 246,372

２． 22,946 19,570 14,344 18,131 17,340 17,203 17,257 17,301 17,564 17,182 17,114 17,011 16,477
(1) 20,733 17,477 14,344 16,565 15,774 15,637 15,691 15,735 15,998 15,616 15,548 15,445 14,911
(2) 2,213 2,093 1,566 1,566 1,566 1,566 1,566 1,566 1,566 1,566 1,566 1,566

(D) 474,489 525,018 582,474 591,464 593,442 598,389 605,742 605,197 602,392 606,812 610,956 615,181 619,331
(E) 245,268 218,168 154,244 120,730 115,479 110,311 104,069 97,381 89,422 83,842 80,128 77,427 74,910
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

245,268 218,168 154,244 120,730 115,479 110,311 104,069 97,381 89,422 83,842 80,128 77,427 74,910
(I) 404,817 306,317 460,561 581,291 696,769 807,081 911,150 1,008,531 1,097,954 1,181,795 1,261,924 1,339,351 1,414,261
(J) 845,462 962,924 1,015,684 1,052,762 1,068,062 1,077,796 1,084,099 1,103,139 1,119,675 1,168,493 1,200,913 1,233,445 1,295,737

58,958 69,417 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000
(K) 246,518 224,957 210,640 190,933 183,755 178,624 171,470 165,684 160,712 157,986 154,984 146,113 144,156

185,298 176,295 157,640 137,933 130,755 125,624 118,470 112,684 107,712 104,986 101,984 93,113 91,156
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

58,318 45,539 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
( I )

(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 329,108 334,338 326,526 323,473 321,014 318,556 316,098 313,640 310,646 307,653 304,660 301,666 298,673

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 329,108 334,338 326,526 323,473 321,014 318,556 316,098 313,640 310,646 307,653 304,660 301,666 298,673

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特 別 損 失

0

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

00 0

流 動 資 産

0 0

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

0 0 0 0 000

そ の 他 補 助 金

委 託 料

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給

経 費
動 力 費

(F)-(G)特 別 損 益
(E)+(H)

退 職 給 付 費

修 繕 費

営 業 外 収 益
収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

う ち 未 収 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益

そ の 他

支 出 計

流域下水道管理運営費

営 業 収 益

雨 水 処 理 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用
支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
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単位： 千円

年　　　　　度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測

１． 23,300 104,100 106,700 111,000 59,318 69,740 75,790 67,705 72,738 42,818 59,015 59,015 35,668

２．

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５．

６． 5,610 121,000 118,300 25,800 118,635 139,480 151,580 135,410 145,475 85,635 118,030 118,030 71,335

７．

８．

９． 3,148 3,321 1,500 1,000 500 500 500 500 500 500 500 500 500

(A) 32,058 228,421 226,500 137,800 178,453 209,720 227,870 203,615 218,713 128,953 177,545 177,545 107,503

(B)

(C) 32,058 228,421 226,500 137,800 178,453 209,720 227,870 203,615 218,713 128,953 177,545 177,545 107,503

１． 26,668 233,599 245,378 156,800 237,270 278,960 303,160 270,820 290,950 171,270 236,060 236,060 142,670

5,038 5,539 6,148 5,575 5,575 5,575 5,575 5,575 5,575 5,575 5,575 5,575 5,575

２． 192,275 185,299 176,620 157,640 137,933 130,755 125,624 118,470 112,684 107,712 104,986 101,984 93,113

３．

４．

５．

(D) 218,943 418,898 421,998 314,440 375,203 409,715 428,784 389,290 403,634 278,982 341,046 338,044 235,783

(E) 186,885 190,477 195,498 176,640 196,751 199,995 200,914 185,675 184,922 150,030 163,501 160,499 128,280

１． 93,905 93,350 93,062 92,988 96,572 99,418 103,148 107,333 112,036 115,005 115,793 115,604 115,662

２． 245,268 218,168 154,244 120,730 115,479 110,311 104,069 97,381 89,422 83,842 80,128 77,427 74,910

３．

４． 920,578 1,041,619 1,093,427 1,130,505 1,145,805 1,155,539 1,161,842 1,180,882 1,197,418 1,246,236 1,278,656 1,311,188

(F) 339,173 1,232,096 1,288,925 1,307,145 1,342,555 1,355,534 1,362,756 1,366,557 1,382,340 1,396,265 1,442,157 1,471,687 1,501,760

△ 152,288 △ 1,041,619 △ 1,093,427 △ 1,130,505 △ 1,145,805 △ 1,155,539 △ 1,161,842 △ 1,180,882 △ 1,197,418 △ 1,246,236 △ 1,278,656 △ 1,311,188 △ 1,373,480

(G)

(H) 1,619,486 1,538,286 1,468,366 1,315,351 1,236,736 1,175,721 1,125,887 1,075,122 1,035,175 970,280 924,309 881,340 823,895

○他会計繰入金

年　　　　　度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

区　　　　　分 （決算） （決算） 決算 見込 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測

264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595

264,595 264,595 264,595 109,553 112,346 115,055 118,839 123,068 128,034 130,621 131,341 131,049 130,573

0 0 0 155,042 152,249 149,540 145,756 141,527 136,561 133,974 133,254 133,546 134,022

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595 264,595

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

(A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入返 還金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計


